様式第２号　（第９条関係）
年　　月　　日
(宛先)三条市長
申請者　住所　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
　
誓　　約　　書
１　交付の要件を満たすことを確認するために必要な情報について、三条市が市の公簿等で確認し、又は関係機関に照会することに同意します。

２　三条市民間移住促進住宅整備補助金（以下「補助金」という。）の申請に当たり、次の事項について誓約します。

(1) 三条市民間移住促進住宅整備補助金交付要綱（以下「要綱」という。）及び三条市補助金等交付規則を遵守し、補助対象事業を行います。
(2) 補助対象住宅の建物及びその敷地に設定されている所有権、賃借権、抵当権その他の一切の権利の内容について、補助対象事業の完了日から５年を経過する日が属する年度の末日までにおいて、移住者への賃貸に供することに支障を及ぼすおそれのある事由は存在していません。また、当該期間中に賃貸に供することに支障を及ぼすおそれのある事由が生じた場合には、自己の責任において速やかにこれを解消します。

(3) 補助対象事業の完了日から５年を経過する日が属する年度の末日までにおいて、下田地域の移住者への賃貸に供することとし、入居者の募集、賃貸の契約、管理等その他の移住促進住宅の運営に必要なことに取り組みます。

(4) 補助対象住宅に係る賃貸借契約の締結、重要事項説明、賃貸借契約書の作成及び賃貸管理業務については、宅地建物取引業者又は宅地建物取引士が関与するなど、要綱に定める適正な体制を確実に整備し、関係法令を遵守して実施します。

(5) 賃貸借契約及び賃貸管理に関して生じた入居者その他第三者との間の紛争、苦情等については、全て自己の責任において対応するものとし、三条市に一切の負担及び責任を負わせません。

(6) 次のいずれかに該当し、市長から補助金の返還を求められた場合には、当該補助金を返還します。

　ア　偽りその他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。
　イ　正当な理由なく移住促進住宅の入居者の募集を行わなかったとき。
ウ　補助対象事業の完了日から５年を経過する日が属する年度の末日までにおいて、次のいずれかに該当したとき。
(ア)移住促進住宅の取壊し、転売等により移住者への賃貸に供することを中止したとき。
(イ)要綱第13条第１項第２号に規定する移住者以外の者を移住促進住宅に入居させたとき。
(ウ)その他移住促進住宅の適切な管理を怠るなど、補助事業者としての善管注意義務を果たさなかったとき。

　エ　補助対象事業の完了日から市長が別に定める日までの間、移住促進住宅の入居者が確保されない場合において、市が求めた募集その他の入居者の確保に必要な措置を正当な理由なく講じなかったとき。

　オ　補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件又は要綱の規定に違反したとき。

　カ　その他市長が補助金の交付決定を取り消すべき事由があると認めたとき。

(7) 誓約事項に虚偽があった場合又は誓約内容に重大な違反があった場合には、補助金の交付決定の取消し、補助金の返還その他の措置を受けても異議ありません。
